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 ウ 港湾・輸出入通関手続････････････････････････････････････  412 

 エ その他･･････････････････････････････････････････････････  420 

18 環境関係 

 ア リサイクル・廃棄物･･････････････････････････････････････  421 

 イ 地球温暖化･･････････････････････････････････････････････  426 

 ウ ヒートアイランド････････････････････････････････････････  429 

 エ その他･･････････････････････････････････････････････････  430 

19 危険物・保安関係 

 ア 高圧ガス保安法関係･･････････････････････････････････････  431 

 イ 労働安全衛生法関係･･････････････････････････････････････  431 



 

 

 ウ 消防法関係･･････････････････････････････････････････････  432 

 エ その他･･････････････････････････････････････････････････  433 

20 基準認証等関係 

 ア 共通的な指針に基づく見直し･･････････････････････････････  434 

 イ その他（検査周期の延長、基準の緩和・簡素化・統一化 

・整合化）････････････････････････････････････････････････  436 

21 資格制度･･････････････････････････････････････････････････  437 

  

 

 

 

 

 

（別表１）「特区、地域再生、規制改革、公共サービス改革集中受付月間 

において提出された全国規模の規制改革要望への対応方針」 

（平成 19 年 11 月５日規制改革推進本部決定） 

における「別表」に掲げられた規制改革事項に関する 

フォローアップ結果････････････････････････････････････  441  

（別表２）「特区、規制改革集中受付月間において提出された 

全国規模の規制改革要望への対応方針」 

（平成 20 年３月 11 日規制改革推進本部決定） 

における「別表」に掲げられた規制改革事項に関する 

規制改革事項･･････････････････････････････････････････  442 

（別表３）「規制改革集中受付月間において提出された 

全国規模の規制改革要望への対応方針」 

     （平成 19 年 11 月５日及び平成 20 年３月 11 日規制改革 

推進本部決定）の対象とはならなかったものの「検討」等 

を行うとされた事項････････････････････････････････････  445 

（別表４）「構造改革特区の第 11 次提案等に対する政府の対応方針」 

     （平成 19 年 10 月９日構造改革特別区域推進本部決定） 

における「全国で実施することが時期、内容ともに明確な 

規制改革事項」に関するフォローアップ結果･･････････････  446 

（別表５）「構造改革特区の第 12 次提案等に対する政府の対応方針」 

     （平成 20 年３月７日構造改革特別区域推進本部決定） 

における「全国で実施することが時期、内容ともに 

明確な規制改革事項」･･････････････････････････････････  451 

 

 

 



 

 

 

（注１）  本計画は、平成 20 年３月 31 日時点を措置状況の判断基準にしている。 

（注２）  規制改革会議による「規制改革推進のための第２次答申」（平成 19 年 12 月 25 日）

の「具体的施策」を整理し、「Ⅱ 重点計画事項」として列記している。なお、

Ⅲは、各関連事項も含めて措置内容を記述している等のため、当該Ⅱにおける措

置事項と記述内容が必ずしも一致しない場合がある。 

（注３）  Ⅱにおける各措置内容の後に付記した括弧書き（例：（Ⅲ運輸ア②）等）は、Ⅲ

における掲載箇所を示している。 

（注４）  Ⅲにおける「当初計画等との関係」欄では、各個別事項と、改定前の「規制改革

推進のための３か年計画」（平成 19 年６月 22 日閣議決定）（＝「計画」）、「重点

計画事項」（＝「重点」）等との対応関係を明らかにし、該当する分野名（略称で

記載）及びその記載個所を明示している。 

 


